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熱海市脱炭素ロードマップ策定支援業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

１ 目的 

熱海市（以下「本市」という。）は令和 4 年 9 月 28 日に「ゼロカーボンシティ」宣言

を表明した。2050 年までに温室効果ガス排出量実質ゼロの実現を目指して、脱炭素社会

に向けた取組みを市・市民・事業者・観光客等が一体となって推進しているところであ

る。 

本市の「ゼロカーボンシティ」の実現には、徹底的な省エネや再生可能エネルギーの最

大限の導入が求められる一方、本市における自然的・経済的・社会的条件といった地域性

を踏まえた、実現性の高い効果的な施策が必要である。 

本業務は令和 4年 12 月に策定した第三次熱海市環境基本計画（地球温暖化対策実行計

画を含む）を基に、徹底的な省エネによるエネルギー消費量の削減と併せて、再生可能エ

ネルギーポテンシャルを活用し、本市の目指す環境像「未来へつなぐ 海と山と湯のま

ち 熱海」を踏まえ、再生可能エネルギー等の調査・分析の他、最新技術を含めた脱炭素

化に向けた具体的な施策や実施スケジュールの提案を盛り込んだ「熱海市脱炭素ロード

マップ（以下「ロードマップ」という。）」を策定することを目的とする。 

この要領は、本業務の受託事業者を選定するにあたり、本業務についての企画提案を

広く募集し、業務履行に最も適した事業者をプロポーザル方式により選定するために必

要な事項を定めるものです。 

 

２ 業務の概要 

(1) 業務名 

熱海市脱炭素ロードマップ策定支援業務委託 

(2) 委託期間 

契約締結の日の翌日から令和 7年 1月 15日まで 

(3) 業務内容 

委託業務の内容は、別紙「熱海市脱炭素ロードマップ策定支援業務委託仕様書」によ 

る。 

(4) 業務委託費上限額 

11,500千円以内（消費税及び地方消費税を含む。） 

 (5) 特記事項 

  本業務は、国庫補助事業「令和 5 年度（補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等

補助金（地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）」の

「地域の再エネ目標と意欲的な脱炭素の取組の検討による計画策定支援（第 1 号事業の
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1）」の趣旨に沿った内容とする。なお、本業務の受託者は、当該補助事業に係る必要な

支援を行うこと。 

 (6) スケジュール（都合により変更する場合があります） 

日程 内容 

令和 6年 6月 27 日（木） 

・プロポーザル実施要領及び仕様書の公表 

・参加申込書の受付開始 

・質問の受付開始 

令和 6年 7月 2日（火）午後 5時 ・質問の受付締切 

令和 6年 7月 4日（木） ・質問の回答（随時ホームページへ掲載） 

令和 6年 7月 10 日（水） ・参加申込書の提出期限 

令和 6年 7月 23 日（火） ・ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ・ﾋｱﾘﾝｸﾞ参加要請通知 

令和 6年 8月 7日（水）午後 5時 ・企画提案書等の提出期限 

令和 6年 8月 22 日（木） ・ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ・ﾋｱﾘﾝｸﾞの実施 

令和 6年 8月 27 日（火） 

・選定結果の通知、公表 

・契約に向けた受託候補者との協議 

・契約締結 

 

３ 委託事業者選定方法 

公募により、事業者から募集した企画提案を受け、最優秀企画提案事業者と、委託内容、

経費等について再度確認を行った上で委託契約を締結する。 

 

４ 参加資格 

このプロポーザルに参加しようとする者は、次に掲げる条件を全て満たす法人とします。

ただし、複数の法人の連合体での参加はできません。プロポーザルに参加しようとする者

は、(1)～(7)に掲げる資格を有することを証するために、参加表明書（様式２）を提出し

なければなりません。また、６に掲げる提出期限内に参加表明書及び添付書類の提出をし

ない者は、プロポーザルに参加することができません。 

(1) 熱海市建設工事等の請負に係る競争入札に参加する者に必要な資格（平成 6 年熱海

市告示第 35号）に基づく競争入札参加資格の認定を受けている者であること。 

(2) 過去 3 年間に、地方公共団体の自治体が発注した以下の実務のうち、いずれか一つ

以上の受託実績を有すること。なお、調査・分析業務のみの受託実績は含まない。 

 ア 環境省の「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素実現に向けた再

エネの最大限導入のための計画づくり支援事業第 1 号事業の 1）」間接補助事業を活

用した業務の完了実績又は完了予定の実務実績 
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 イ 「地球温暖化対策実行計画」の策定又は改定業務の完了実績 

 ウ 「環境基本計画」の策定又は改定業務の完了実績 

(3) 本業務の従事者には、契約期間を通じて次のア又はイの者を配置することができる

こと。 

  ア (2)に該当する業務を経験した者を 2名以上 

  イ 以下の(ｱ)から(ｴ)のいずれかの資格を有する者を少なくとも 1人 

    (ｱ) 技術士（環境部門） 

    (ｲ) 技術士（資源工学部門） 

    (ｳ) 技術士（衛生工学部門） 

    (ｴ) 技術士（総合技術監理部門） 

(4) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4 第 1項の規定に該当しな

い者及び同条第２項の規定に基づく熱海市の入札参加制限を受けていない者であるこ

と。 

(5) このプロポーザル方式実施の公告の日から受託候補者を選定するまでの間に、熱海

市からの受注業務に関し、指名停止を受けていないこと。 

(6) 民事再生法（平成 11年法律第 225号）第 21条第 1項に規定する再生手続開始の申

立てがあった者（同法第 33条第 1項に規定する再生手続開始の決定がされたものを除

く。）又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第１７条第 1 項の規定する更生手続

開始の申立てがあった者（同法第 41条第 1項に規定する更生手続開始の決定がされた

ものを除く。）でないこと。 

(7) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第

2号に規定する暴力団又はその構成員の統制下にある法人でないこと。 

 

５ 熱海市脱炭素ロードマップ策定支援業務委託選定委員会の設置 

(1) 委託業務事業者を選定するため、当市職員等で構成する熱海市脱炭素ロードマップ

策定支援業務委託選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置する。 

(2) 選定委員会は次に掲げる事項を所掌する。 

① 事業者の企画提案の審査に関すること。 

② 事業者の選定に関すること。 

 

６ プロポーザル参加申込について 

(1) 本業務の参加意思は参加表明書（様式２）に次の書類を添付して提出すること。 

① 商業登記簿謄本（写しでも可、参加申込日から３カ月以内に発行されたもの）1部 

② 事業者概要（様式３）1部 
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③ 役員名簿（様式４）1部 

④ 地方公共団体の自治体が発注した同種業務の実績（様式５） 

⑤ 業務実施体制（様式６） 

⑥ 印鑑証明書 1部 

(2) 提出期限 令和 6年 7月 10日（水）午後４時まで 

(3) 提出先  事務局（ 「１５ 問合せ先」のとおり） 

(4) 提出方法 郵送（書留郵便に限る。）又は持参 

(5) 参加資格の審査 提出資料を基に参加資格の選考(一次審査(以下「一次審査」とい 

う。))を行います。一次審査の選考結果について、令和 6年 7月 10 日（水）までに参

加申し込みをしていただいた全ての事業者へ書面にて通知する予定です。 プレゼン

テーション・ヒアリングの参加資格を有する事業者（以下「参加事業者」という。）に

は，提案書等の提出及びプレゼンテーションを行っていただきます。 

(6) 一次審査は非公開とし、選考結果についての異議申立ては受け付けないものとする。 

 

７ 質問及び回答 

(1) 質問方法・期限 

本プロポーザルに関する質問は、（様式１）により電子メールにて提出すること。なお、

電子メール以外の手段による質問は受け付けません。 

【提出先アドレス】kankyo@city.atami.shizuoka.jp 

【提出期限】令和 6年 7月 2日（火）正午受信分まで 

(2) 回答 

全ての質問と回答について、7月 4日（木）までに市ホームページに掲載する。 

 

８ 参加資格の審査及び通知 

参加資格の審査については、申込書及び添付書類を選定委員会で審査し、参加資格を有

すると認められた場合は、「公募型プロポーザル参加要請書」（様式第１０号）により、プ

ロポーザルの参加を依頼するものとする。なお、参加資格を有すると認められない場合は、

「参加資格不適格通知書」（様式第１１号）によりその旨を通知する。 

 

９ 企画提案の方法 

(1) 選定委員会に対する企画提案のプレゼンテーションを実施する。 

(2) 選定委員会が企画提案を審査し、総合的に評価のうえ、最優秀企画提案事業者を受

託候補者として選定する。 
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１０ 企画提案の応募方法について 

(1) 提出書類について 

以下の書類の作成に当たっては、使用するサイズは 11ポイント以上とすること。 

① 企画提案提出届（様式７） 

② 会社の概要がわかるパンフレット等（任意様式） 

③ 企画提案書（任意様式）A4縦 10枚以内(両面印刷可)、書式自由 

④ 価格提案書（見積書）（任意様式。本体価格及び消費税 10％の金額、積算内訳を記 

載。あて先は「熱海市長」とする。 

⑤ 誓約書（様式８） 

⑥ プレゼンテーション出席報告書（様式９） 

⑦ 業務の一部委任者・下請負人通知書（様式１５）（該当する場合のみ） 

⑧ 提出部数 

10部（原本 1部＋写し 9部）とし、提出書類の規格は日本工業規格Ａ4版サイズとす

る。（資料については、日本工業規格Ａ3版の折込も認める。） 

⑨ その他 

次に掲げる事項に該当する者は失格とする。 

ｱ 提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 

ｲ 本募集要領に示した企画提案書等の作成及び提出に関する条件に違反した場合 

ｳ 価格提案書の金額が業務委託費上限額を超える場合 

ｴ 評価の公平性に影響を与える行為があった場合 

ｵ 評価に関わる委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた場合 

ｶ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合 

(2) 提出期限等 

① 提出期限 令和 6 年 8月 7日（水） 

② 提出先 事務局（下記 問合せ先） 

③ 提出方法 持参（土・日を除く午前 8時 30分から午後 5時まで）または郵送（書留

郵便に限る）とする。 

なお、郵送の場合は、提出期限までの必着とし、到着の有無について提出先へ確認

のこと。 

(3) その他 

① 提出期限までに提出されなかった書類等は、いかなる理由を持っても受理しない。 

② 応募書類の差替え又は再提出は認めない。 

③ 応募書類の作成及び応募に係る費用は提案者の負担とする。 

④ 提案者が他の調査コンサルタント等の協力を得て、又は学識経験者の援助支援を受
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けて業務を実施する場合は、企画書にその旨を記載すること。 

⑤ 本業務の全部を一括して第三者に委任し、又は請負わせてはならない。また、業務

の一部を第三者に委任し、又は請負しようとするときは、事前に書面で報告（様式

６、様式１５）しなければならない。この場合において、本契約で自己が負う義務

と同等の義務を当該第三者に課すものとし、かつ当該第三者が当該義務に違反した

ときは、受託者が全ての責任を負うものとする。 

⑥ 提出された書類については、本プロポーザルにおける契約の相手方の候補者の選定

以外の目的で使用しない。ただし、情報公開請求があった場合は、熱海市情報公開

条例に基づき取り扱うこととする。 

⑦ 提出された書類は、選考を行う作業に必要な範囲において、複製を行うことがある。 

⑧ 提出された応募書類は返却しない。 

⑨ 企画提案書等の著作権は、熱海市に帰属する。 

⑩ 企画提案書等に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第

三者の権利の対象となっているものを使用した結果、生じた責任は提案者が負う。 

⑪ 事業内容の詳細については、契約予定者を特定した後、協議により変更する場合が

ある。 

 

１１ 企画提案（選定委員会）について 

(1) 日時 令和 6年 8月 22日（木）9：30～（予定） 

(2) 場所 熱海市役所 第 1庁舎 4階第 1会議室 

(3) 説明順序 提案書類の受付順とする。 

(4) 実施方法 1団体につき説明時間 20分以内とし、企画書についての説明を行った後、

質疑応答を行う。 

(5) 評価点 選定委員会が企画提案を「１２審査（選定）基準について」により審査し、

提案内容により選定委員ごとに採点する。 

(6) その他 会場にプロジェクターとスクリーンを準備するが、パソコンその他必要なも

のは、提案者が持参することとする。 

 

１２ 審査（選定）基準について 

次頁に示す熱海市脱炭素ロードマップ策定支援業務委託 審査基準表による。 
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熱海市脱炭素ロードマップ策定支援業務委託事業者選定 評価シート  

  評価項目 評価の観点 
配

点 

一次審査 

※二次審

査におい

て再審査 

業務実施 

業務実施体制 
本業務を実施できる人員配置・体制が確保され、人員配置が

適正にされているか 
10 

業務実績 
熱海市に類似した産業構造の地方公共団体における同種、類

似計画策定又は改定に十分な実績を有しているか 
10 

実務経験 本業務の配置予定者が十分な経験を有しているか 10 

二次審査 

企画提案 

熱海市の特性、他

計画の理解 

熱海市の地域特性や自然環境等の特徴を踏まえ、「第三次熱

海市環境基本計画」「地球温暖化対策実行計画」などを理解

した計画づくりが期待できる内容となっているか 

10 

的確な調査状況及

び推計 

熱海市における温室効果ガス排出量の状況、再生可能エネル

ギーの導入状況やポテンシャルについての具体的で的確な調

査手法及び 2030 年・2050年を見据えた温室効果ガス吸排出

量の適切な推計手法が提案されているか 

20 

再エネの実現化 
熱海市の特徴を踏まえ、再生可能エネルギーの導入について

具体的、効果的な提案がされているか 
10 

脱炭素の現実化 

熱海市の特徴を踏まえ、太陽光発電以外の新技術や、ハード

面だけでなく、ソフト面も含めた脱炭素に繋がる手法、取り

組みが提案されているか 

20 

地域特性・課題の

理解とその反映 

熱海市の特徴を踏まえ、考慮すべき地域の強みや課題を的確

に抽出し、課題解決のための手法が具体的に示されているか 
30 

脱炭素シナリオの

推進 

熱海市の特徴を踏まえ、市民・事業者・観光客等を巻き込ん

だ具体的施策を構築するための手法が提案されているか 
30 

独自提案 
熱海市の特徴を生かし、工夫やアイデアや新たな視点からの

積極的かつ実効性のある独自提案がされているか 
30 

プレゼンテーショ

ン能力 

発表や質問回答において、分かりやすい表現を用いる等、理

解しやすく説得力のあるプレゼンテーションとなっているか 
10 

業務工程 業務工程 
業務遂行工程が整理されており、業務完了までの過程に具体

性・実現性があるか 
5 

業務経費 業務見積書 
仕様書に定める業務を実施する上で適正な見積内容及び妥当

な見積価格となっているか 
5 

合 計 200 
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(1) 一次審査 

  ・４参加資格の要件を満たさない者は、不適格とする。 

・提出書類により審査を行い、選定する。 

  ・審査の結果を「公募型プロポーザル参加要請書」又は「参加資格不適格通知書」

を文書にて送付する。 

(2) 二次審査 

  ・提案についてのプレゼンテーション及びヒアリングを実施する。会場・時間等の

詳細は一次審査結果の「公募型プロポーザル参加要請書」を確認すること。 

   1者あたり 25分（説明 20分、質疑応答 5分）を想定している 

 

１３ 選定方法 

 (1) 失格者を除いた者の内、評価点の合計が最も高い者を、受託候補者として選定す

る。 

 (2) 最高点の者が複数の場合は、選定委員会において各評価項目の採点結果に基づき審

議を行い、受託候補者を選定する。 

 (3) いずれの参加事業者も、評価点が総評価点の 6割に満たない場合は、受託候補者と

して選定しない。 

  

１４ 選定結果及び契約について 

(1) 全ての提案者に対して、8月 27日（火）の午後４時までに電子メールにて通知する。 

(2) 審査内容は非公開とし、審査結果についての異議申立ては受け付けないものとする。 

(3) 審査結果に基づき、最優秀企画提案事業者と随意契約を締結する。企画書の提出期 

限後に契約予定者が参加資格条件に該当しなくなった場合、又は辞退を申し出た場合

は、次順位の者と契約を締結することができる。 

 

１５ 問合せ先 

熱海市市民生活部協働環境課生活環境室 

所在地 〒４１３－８５５０ 静岡県熱海市中央町１番１号 

ＴＥＬ ０５５７－８６－６２７１（直通） 

ＦＡＸ ０５５７－８６－６２７６ 

メールアドレス kankyo@city.atami.shizuoka.jp 

 


